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第一　趣旨

温泉法（昭和23年法律第125号。以下「法」という。）の施行については、温泉法施行規則（昭和23年厚生省令第35号。以下「省令」という。）及び温泉法施行細則（平成5年三重県規則第24号。以下「細則」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。

第二　土地掘削許可申請書
省令第１条第１項の規定による土地掘削許可申請書は、細則第２条第１項に定める第１号様式とし、その添付書類は次のとおりとする。

一　申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し。

二　法人格のない団体および共同申請の場合は、代表者を証する委任状、議事録、規約、会則等又は共同申請者の住所、氏名を記した連署

三　掘削地付近の地形図、見取図及び写真

ア　掘削地と付近の源泉との距離（位置関係）を明示した縮尺１／25,000の地形図

イ　掘削地を明示した縮尺１／1,000～１／5,000の地形図

ウ　掘削地を明記し、付近構造物、不動点等からの距離を明示した見取図

エ　掘削地点を赤杭で表示したカラー写真又はカラーコピー

オ　その他参考となる地質図等

四　掘削孔仕上断面計画図

　　　挿入管の口径及び長さその他詳細な説明を付したもの。

五　主要な設備の構造及び能力を記した書面

　　　掘削機械設備の配置計画図及び主要な設備の構造図

六　省令第１条の２各号に示す技術基準に適合することを証する書面

書式については、別紙様式（Ａ）に基づき作成すること。

七　災害防止規程の作成

書式については、別紙Ｂ（作成例）を参考とすること。

八　掘削地付近の土地に係る不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第１項の地図の写し。旧土地台帳付属地図をも含むいわゆる公図の写しであり、温泉掘削地点及び土地所有者名を明

記のこと。

九　掘削地を使用する権利を有することを証する書類

　ア　掘削地所有者自らが申請者である場合は、掘削地の登記事項証明書

　　イ　他人の土地を掘削する場合は、掘削地の登記事項証明書及び申請者と土地所有者との間に交換された土地使用に関する契約書の写し。（土地所有者の印鑑証明書を含む。）

九の二　申請者が法第４条第１項第４号から第６号までに該当しない者であることを誓約する書面細則第２条第２項に定める第１号様式の２によるもの。

十　細則第２条第１項で規定する以外に原則として添付する書類

　ア　温泉利用の目的を具体的に示した利用計画書

　　　　掘削場所、利用場所、事業内容（ホテル、旅館、レジャー施設、ゴルフ場等）等が記載されたもの。

　　イ　工事費見積書及び資金計画書

　　　　工事費見積書にはその内訳書（単価表は不要）、資金計画書にはその財源内訳一覧表と共に融資確約又は銀行等の残高証明書を添付すること。（法人の場合は他に総会又は役員会の議事録の写し。）

　　ウ　掘削に対する同意書等

（ア）既存源泉（掘削地点から500メートル以内のものをいう。以下同じ。）の所有者の掘削に対する同意書。（申請日の前日から起算して1年前の日以降に取得したもの。）ただし、すべての既存源泉の所有者から同意書が得られなかった場合は、次のaからeの書面を添付するものとする。

a　掘削地点選定理由及び既存源泉の所有者等への説明経緯

b　既存源泉への影響の程度に関する調査結果又は関係資料

c　掘削後に実施する温泉影響調査の実施計画及び当該調査により既存源泉に影響を及ぼすおそれがあると判明した場合に申請者が講じる措置

d　掘削又は揚湯により既存源泉に影響が生じた場合に申請者が講じる措置

e　c及びdの調査及び措置を実施する旨の誓約書
（イ）掘削地点の存在する地域の市町長の意見書

エ　他の法令に基づく土地掘削の規制解除を証する許認可書の写し。

　　　規制解除を証する許認可書の一覧表とその写しを添付すること。

（ア）掘削地点が河川区域である場合には河川法に係る占用等の許可書の写し。

（イ）農地又は採草放牧地の場合は、農地法に係る農地転用許可書の写し。

（ウ）国有林野である場合には、国有林野法に係る国有林野使用許可書又は貸付許可書の写し。

（エ）自然公園の特別地域内又は特別保護地区内である場合には、自然公園法に係る土石採取許可書の写し。

（オ）保安林である場合には、森林法に係る土石等採掘等許可書の写し。

（カ）その他関係法令に係る許認可書等の写し。

　　　　なお、申請当時上記法手続きが未完了の場合は、許可書等の写しに代えて申請書等の写しを添付するものとする。

第三　増掘許可申請書
省令第６条第1項の規定による増掘許可申請書は、細則第３条第１項に定める第２号様式とし、そ

の添付書類は次のとおりとする。

一　申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し。

二　法人格のない団体および共同申請の場合は、代表者を証する委任状、議事録、規約、会則等又

は共同申請者の住所、氏名を記した連署

三　法人又は個人にかかわらず、申請者が土地掘削の許可を受けた者と異なる場合は、異なること

の経緯又は理由等を明らかにすること。

四　増掘地付近の地形図、見取図及び写真

　　ア　掘削地と付近の源泉との距離（位置関係）を明示した縮尺１／25,000の地形図

　　イ　掘削地を明示した縮尺１／1,000～１／5,000の地形図

　　ウ　掘削地を明記し、付近構造物、不動点等からの距離を明示した見取図

　　エ　掘削井のカラー写真又はカラーコピー

　　オ　掘削工事において記録した地質の柱状図

五　増掘後の状態と申請時の状態とを対比した掘削孔仕上断面計画図

　　　掘削孔仕上断面計画図について、増掘後の状態及び当初掘削時の状態が明確に対比できるよう

図示する。

　六　主要な設備の構造及び能力を記した書面

　　　増掘のための設備の配置図及び主要な設備の構造図

　七　省令第１条の２各号に示す技術基準に適合することを証する書面

書式については、別紙様式（Ａ）に基づき作成すること。

　　八　災害防止規程の作成

書式については、別紙Ｂ（作成例）を参考とすること。

　　九　申請者が法第11条第２項において準用する法第４条第１項第４号から第６号までに該当しない

者であることを誓約する書面

　　　　細則第３条第３項に定める第３号様式の２によるもの。

　　十　細則第３条第１項で規定する以外に原則として添付する書類

　　　ア　掘削地付近の土地に係る不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第1項の地図の写

し。

　　　　　旧土地台帳付属地図をも含むいわゆる公図の写しであり、温泉掘削地点及び土地所有者名を

明記のこと。

　　　イ　増掘地を使用する権利を有することを証する書類

（ア）増掘地所有者自らが申請者である場合は、増掘地の登記事項証明書

（イ）他人の土地を増掘する場合は、増掘地の登記事項証明書及び申請者と土地所有者との間に

交換された土地使用に関する契約書の写し。（土地所有者の印鑑証明書を含む。）

　　ウ　増掘の目的を具体的に示した利用計画書

　　　　利用場所、事業内容（ホテル、旅館、レジャー施設、ゴルフ場等）等が記載されたもの。

　　エ　増掘の工事費見積書及び資金計画書　　

工事費見積書にはその内訳書（単価表は不要）、資金計画書にはその財源内訳一覧表と共に

融資確約又は銀行等の残高証明書を添付すること。（法人の場合は他に総会又は役員会の議事

録の写し。）

　　オ　増掘に対する同意書等
（ア）既存源泉（掘削地点から500メートル以内のものをいう。以下同じ。）の所有者の増掘に対する同意書。（申請日の前日から起算して1年前の日以降に取得したもの。）ただし、すべての既存源泉の所有者から同意書が得られなかった場合は、次のaからeの書面を添付するものとする。
a　既存源泉の所有者等への説明経緯

b　既存源泉への影響の程度に関する調査結果又は関係資料

c　増掘後に実施する温泉影響調査の実施計画及び当該調査により既存源泉に影響を及ぼすおそれがあると判明した場合に申請者が講じる措置

d　増掘又は揚湯により既存源泉に影響が生じた場合に申請者が講じる措置

e　c及びdの調査及び措置を実施する旨の誓約書
（イ）掘削地点の存在する地域の市町長の意見書

　　カ　他の法令に基づく増掘の規制解除を証する許認可書の写し。

　　　　規制解除を証する許認可書の一覧表とその写しを添付すること。

第四　動力装置許可申請書
　　省令第６条第１項の規定による動力装置許可申請書は、細則第３条第２項に定める第３号様式とし、その添付書類は次のとおりとする。

　一　申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し。

二　法人格のない団体および共同申請の場合は、代表者を証する委任状、議事録、規約、会則等又は共同申請者の住所、氏名を記した連署

三　法人又は個人にかかわらず、申請者が土地掘削の許可を受けた者又は増掘の許可を受けた者若

しくは当初の動力装置の許可を受けた者と異なる場合は、異なることの経緯又は理由等を明らか

にすること。

四　動力装置付近の地形図、見取図及び写真

　　ア　掘削地と付近の源泉との距離（位置関係）を明示した縮尺１／25,000の地形図

　　イ　掘削地を明示した縮尺１／1,000～１／5,000の地形図

　　ウ　掘削地を明記し、付近構造物、不動点等からの距離を明示した見取図

　　エ　掘削井周辺のカラー写真又はカラーコピー

五　掘削工事（増掘を含む。）において記録した地質の柱状図

　　深度－ケーシングプログラム－地層名について図示すること。

　　なお、参考として比抵抗値、温度等も図示することが望ましい。

六　動力装置の詳細図

　ア　揚湯設備の構造、仕様及び設置状況等を示した図面

　イ　動力の出力及びポンプの種類、型式等の選定理由書（揚程計算書等の添付）

七　揚湯試験結果の報告書

　　別に定める「揚湯試験の実施方法について」に基づいて行った試験結果を整理して報告する。

八　温泉分析書の写し。

　　成分の分析は法第18条第２項の規定による。

八の二　申請者が法第11条第３項において準用する法第４条第１項第４号から第６号までに該当し

ない者であることを誓約する書面

　　　　細則第３条第３項に定める第３号様式の２によるもの。

九　細則第３条第２項で規定する以外に原則として添付する書類

　ア　動力装置の目的を具体的に示した利用計画書

　　　利用場所、事業内容（ホテル、旅館、レジャー施設、ゴルフ場等）等が記載されたもの。

　イ　掘削、増掘の際に既存源泉の所有者の同意書が得られなかった場合は、温泉影響調査の結果
第五　工事着手届出書等
　　次の行為をしようとする者は、所定の様式により、その旨を知事に届け出なければならない。

　　一　工事に着手しようとするときは、工事着手前７日までに要領第１号様式による工事着手届出書

　　二　温泉ゆう出路のしゅんせつ又は挿入管の入替えをしようとする者は、着手前７日までに要領第３号様式による温泉しゅんせつ（挿入管入替え）届出書

　　三　工事及び利用の許可申請書を提出した者がこれを取り下げるときは、要領第４号様式による申請取り下げ願

　　四　工事及び利用の許可を受けた者がこれを取り下げるときは、要領第５号様式による許可取り下げ願

　

第六　工事の記録等
　　省令第１条の２及び細則第４条の規定による工事の記録事項の内容は次のとおりとする。

　　一　工事の方法

　　　　工事の施行方法を記載すること。

　　二　錐孔の口径及び深さ

　　　　口径毎の深さを記録すること。

　　三　錐孔内の地質の状況

　　　ア　工事中にいっ水又はゆう水があったときは、そのことと共に亀裂の位置等についても記録すること。

　　　イ　前記資料により、地質柱状図を作成すること。

　　　　　なお、工事の深さについては標高も併記するものとする。

　　四　錐孔内の自然水位及びゆう出温度

　　　　錐孔内の自然水位及び温度変化を記録し、前項の地質柱状図に記入すること。

　　五　崩壊止めの方法

　　　　崩壊止めの方法、挿入管の種類、口径及び深さ並びに管の接合方法等を記録しておくこと。

　　六　揚湯試験の結果

　　　　別に定める「揚湯試験の実施方法について」に基づいて試験を行い、その結果を記録すること。

　　七　省令第１条の２第９号に規定する点検の記録

第七　工事の完了又は廃止の届出書
　　省令第５条第１項の規定による工事の完了又は廃止の届出書は細則第２条の４に定める第１号様式

の５又は第１号様式の６とする。また、掘削、増掘の工事の完了又は廃止の届出に係る添付書類は次のとおりとする。
　　一　警報設備による警報の作動の状況

　　二　点検作業の記録

第八　可燃性天然ガスの濃度確認申請書
　　省令第６条の７第１項の規定による濃度確認申請書は、細則第５条に定める第６号様式の２とし、

その添付書類は次のとおりとする。

　　一　温泉の採取場所の状況がわかる写真

　　二　メタンの濃度測定の実施状況がわかる写真

　　三　測定機関発行の可燃性天然ガス測定結果報告書

第九　温泉採取許可申請書
　　省令第６条の２第１項の規定による温泉採取許可申請書は細則第５条の３第１項に定める第６号様

式の４とし、その添付書類は次のとおりとする。

　一　設備の配置図及び主要な設備の構造図

　二　省令第６条の３第１項各号又は第３項各号に示す技術基準に適合することを証する書面

書式については別紙様式（Ｃ）に基づき作成すること。

　三　設備の設置状況の写真

　四　メタンの濃度及び量の測定の結果を記載したもの。

　五　災害防止規定の作成

書式については、別紙Ｄ（作成例）を参考とすること。

　六　申請者が法第14条の２第２項第２号から第４号まで該当しない者であることを誓約する書面

　七　源泉が所在する土地の登記事項証明書

　八　土地所有者以外の者が採取する場合は、採取者と土地所有者との間に交換された土地使用に関する契約書等の写し。

　九　温泉の採取地の地形図及び見取図

第九の二　温泉採取施設等変更許可申請書
　　省令第６条の10第１項の規定による温泉採取施設等変更許可申請書は細則第５条の５に定める第６

号様式の８とし、その添付書類は次のとおりとする。

　一　変更に係る設備の配置図及び変更に係る主要な設備の構造図

　二　変更後の施設等が省令第６条の３第１項各号又は第３項に示す基準に適合することを証する書面

　　　書式については別紙様式（Ｃ）に基づき作成すること。

　三　変更に係る設備の変更前の状況のわかる写真

　四　災害防止規程の変更を伴う場合は、変更後の当該規程

第九の三　採取施設等変更工事等完了届出書
　　法第14条の７第１項の施設等の変更の許可を受けた者が、当該許可に係る施設等の変更の工事その他の作業を完了したときに提出する採取施設等変更工事等完了届出書は細則第５条の５の２に定める第６号様式の８の２とし、その添付書類は次のとおりとする。
　　    一　ガス分離設備の構造の変更をした場合にあっては、温泉法施行規則（昭和23年厚生省令第35号
）第６条の３第１項第１号に規定する測定の結果を記載した書類
二　可燃性天然ガス発生設備の構造の変更をし、かつ、変更後のガス排出口が温泉法施行規則第６条
の３第１項第３号イ又はロに掲げる場所にある場合にあっては、同号に規定する測定の結果を記載
した書類
三　変更に係る設備の変更後の状況を現した写真
第九の四　採取施設等変更届出書
温泉の採取の許可を受けている者であって、温泉の採取のための施設等で次に掲げるものの変更（法第14条の７第１項に規定する変更の許可の対象とならないものに限る。）をしようとする者が、あらかじめ提出する採取施設等変更届出書は、細則第５条の５の３に定める第６号様式の８の３とする。
　一　可燃性天然ガス発生設備間の配管の位置又は構造
　二　可燃性天然ガス発生設備が設置された部屋に新設する防爆性能を有する電気設備
　三　前二号に掲げるもののほか、重要な変更以外の変更であって、知事が定めるもの
第十　温泉採取事業廃止届出書
　　　省令第６条の11第１項の規定による温泉採取事業廃止届出書は、細則第５条の６に定める第６号

様式の９とし、その添付書類は次のとおりとする。

　　　一　温泉のゆう出路の埋戻し状況を記載した図面

　　　二　温泉のゆう出路の埋戻し状況の写真

第十一　温泉利用許可申請書
　　　省令第７条第１項の規定による温泉利用許可申請書は、細則第６条第１項に定める第７号様式とし、その添付書類は次のとおりとする。

　　なお、法第15条第1項の許可を受けた者（以下「温泉利用事業者」という。）が源泉の変更、許可を受けた既存の浴槽等の廃止を伴う浴槽の新設、施設の移転等を行うときは、細則第９条に定める第12号様式による温泉利用廃止届出書を許可申請書と併せて知事に届け出ること。ただし、その他の軽微な変更については要領第6号様式による届出で足りるものとする。
　一　申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し。

二　法人格のない団体および共同申請の場合は、代表者を証する委任状、議事録、規約、会則等又は共同申請者の住所、氏名を記した連署

三　温泉利用地付近の地形図

　　　ア　温泉利用地付近の縮尺１／25,000の地形図

　　　イ　当該施設の所在地を明示した縮尺１／1,000～１／5,000の地形図

　四　温泉のゆう出地から利用施設に至る引湯管の布設平面図

　　　　ゆう出地については、申請書に記載した全てを表示し、引湯管についてはその口径、材質、距離を表示すること。

五　利用施設の平面図及び浴用又は飲用設備等の構造図

　ア　浴室、浴槽、じゃ口、飲用設備等の位置及び配管状況を明示した利用施設全体の平面図及び浴室設備等の構造図

　　イ　循環ろ過装置、加熱装置等特殊装置を設備しているときはその構造図

六　温泉分析書の写し〔飲用の場合は、温泉飲用水質試験成績書を含む。〕

　　　成分の分析は法第18条第２項の規定による。〔飲用の場合は、「昭和61年7月14日付け環自施第244号の温泉利用基準の一部改正について（通知）」及び「平成19年10月１日付け環自総発第71001002号温泉利用基準（飲用利用基準）の一部改正について」により検査したものであること。〕

六の二　申請者が法第15条第２項各号に該当しない者であることを誓約する書面

　　　　　細則第６条第２項に定める第７号様式の２によるもの。

七　細則第６条第１項で規定する以外に原則として添付する書類

　ア　申請者が温泉源より温泉を採取する者（「温泉採取者」という。）と異なる場合は、供給契約書又は承諾書等の写し。

　　イ　利用施設の浴槽の容積の計算書

　　ウ　飲用の場合は施設の管理方法を記載した書類

　　エ　硫化水素含有泉利用施設においては、換気状態等を記載した書類

第十二　温泉成分等掲示内容届出書
温泉成分等掲示内容届出書は、細則第７条に定める第８号様式とし、その添付書類は次のとおり

とする。

　一　温泉分析書の写し

　　　　成分の分析は法第18条第２項の規定による。

　　二　掲示場所を示す平面図

　　 　 掲示場所については、赤丸で記入し、「掲示場所」と記載すること。

三　加水、加温又は循環（循環ろ過を含む。以下「加水等」という。）された温泉を公共の浴用に

供する場合は、当該加水等に係る設備の構造及び配置を示す図面

加熱装置、循環ろ過装置等の設備の構造図及び当該設備の位置を明示した利用施設全体の平

面図

四　温泉に入浴剤を加えて公共の浴用に供する場合は、当該入浴剤の名称に関する表示の写し。　　　入浴剤の容器包装に係る製品表示（製品の名称、製造（販売）会社名、主要な成分等の表示）

の写し。

　　五　温泉を消毒して公共の浴用に供する場合は、消毒装置の構造及び配置を示す図面その他の消

毒方法を説明した書類

消毒装置を設備しているときは、当該設備の構造図及び当該設備の位置を明示した利用施設

全体の平面図

第十三　現地調査

　　　三重県自然環境保全審議会温泉部会委員及び県担当職員の現地調査にあたって、申請者（申請

者が出席できない場合は申請内容に詳しい代理人）は、調査に立会うものとする。

　　　附　則

１　この要領は、平成7年5月1日から施行する。

　　　

　　　附　則

　この要領は、平成7年9月1日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成14年4月1日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成17年3月18日から施行する。

　　　附　則

この要領は、平成17年5月24日から施行する。

附　則

この要領は、平成19年10月20日から施行する。

　　　　附　則

この要領は、平成20年10月１日から施行する。

　　　　附　則

この要領は、平成22年3月2日から施行する。

　　

　　附　則

この要領は、平成25年4月1日から施行する。






















